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現場との価値共創を特徴とする 

マルチディシプリナリ研究のためのマネジメント 

 
○ 澤谷 由里子（科学技術振興機構, 東京大学） 

藤垣 裕子（東京大学） 

 

 
 

1. はじめに 

 2004 年以降、理工学研究を取り込んだ新しいサ

ービスの研究領域、サービス科学を創出するため

の活動が行われてきた(Chesbrough and Spohrer 

2006, IfM and IBM 2007)。サービス科学は、理

工学と既存のサービス研究（サービス・マーケテ

ィング等）との研究分野の融合だけではなく、現

場との価値共創を行うという特徴を持つ。それは、

学問領域及び現場とのマルチディシプリナリ研

究である。そのための研究マネジメントはどうあ

るべきかについて、Sawatani and Fujigaki (2011)

によって提示された価値共創の場の共有を特徴

とする研究開発の行動モデルを基にし課題を整

理する。 

 

2. 研究開発における価値共創 

 以下では、サービス提供を行う企業と顧客のプロ

セスを示した Moeller(2008)のモデルを振り返る。

Moeller (2008)は、企業によるサービス提供と顧客

のプロセスを「促進（ファシリテーション）」、「変容

（トランスフォーメーション）」及び「使用」のステ

ージに分け、資源、意思決定及び価値の観点で整理

した。「促進」ステージでは、企業が主なリソース・

インテグレータ（資源統合者）として自らの意思決

定によって顧客への価値提案を構築する。「変容」ス

テージは、「企業誘導の変容」及び「顧客誘導の変容」

の行動群からなる。共に企業が主なリソース・イン

テグレータとして行動するが、「顧客誘導の変容」で

は、顧客の使用価値に基づき顧客と企業のコラボレ

ーションによって意思決定が行われる。「企業誘導の

変容」では、企業単独による意思決定が行われ、販

売可能な製品の開発を目的とする。「使用」ステージ

では、顧客が使用価値の創造を目的とし主なリソー

ス・インテグレータとして行動する。「企業誘導の変

容」で作られた製品は、「使用」ステージにおいて顧

客により消費されるとした。Moeller は企業と顧客

の変容に注目し、サービスを「促進」、「変容」、「使

用」のステージとして示した。本研究は、組織間の

価値共創に注目し、価値共創の場を導入する。 

 まず、事実や理論などの発見・修正及び価値提案

を目的とする「研究開発の場」、使用価値の実現によ

るビジネスの拡大を目的とする「使用の場」、使用価

値の創造を目的とする「価値共創の場」の 3 つの場

を設定する。それぞれの場における行動の集合であ

る行動群を Moeller のモデルを拡張する事によって

示す。また、Moeller(2008)のモデルでは、「顧客誘

導の変容」と企業が独自に意思決定をする「企業誘

導の変容」との関係について示されていなかった。

本研究では、行動群の関係を設定する。 

 Moeller のモデルの「促進」及び「企業誘導の変

容」は、企業の目標達成のために独自の意思決定・

資源により、顧客に対する価値提案及び製品開発を

行う通常の研究開発行動である。本研究のモデルで

は、「研究開発の場」に含まれ、「技術を基礎にした

研究開発」に関する行動群とする。「使用の場」は、

Moeller のモデルの「使用」にあたる。本研究のモ

デルでは、「使用価値の実現」に関する行動群とし「使

用の場」に含める。Moeller のモデルの「顧客誘導

の変容」は、顧客の使用価値の創造を目的とする顧

客と企業の価値共創であり、「価値共創の場」に含ま

れる。ここでは、「価値共創」に関する行動群とする。 

 「技術を基礎にした研究開発」において研究開発

者が得た知識や開発された技術は、「価値共創」に対

して影響を与える(Sawatani and Niwa 2009)。よっ

て、「技術を基礎にした研究開発」と「価値共創」の

関係を、H1： 技術を基礎にした研究開発は、価値共

創を促進する。とする。一方、価値共創の場で得ら

れた成果は、使用価値の創造のみではなく、研究開

発における価値（技術、技術以外の知識等）を創造

すると考えられる(Vargo, Lusch, and Akaka 2010, 

Sawatani and Niwa 2009)。そのため、「研究開発の

場」に「研究開発における価値の実現」を追加し、

「価値共創」との関係を、H2： 価値共創は、研究開

発における価値の実現を促進する。とする。「価値共

創」では、使用価値が創造され、「使用の場」におい

て使用される (Moeller 2008)。そのため、「価値共

創」から「使用価値の実現」への関係を仮定し、H3： 

価値共創は、現場における使用価値の実現を促進す

る。とする。さらに、Szulanski(1996)において組織

間の知識移転の場合に組織相互の関係性が移転行動

に影響を与える事が示された。研究開発とサービス

組織・顧客との価値共創においても、各組織の相違

を理解する事が価値共創を行うために重要であると

考える。そのため、「価値共創の場」に「組織間の相
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互理解」を追加し、「価値共創」へ影響を与える環境

要因とする(H4. 組織間の相互理解は、価値共創を促

進する。)。 

 一方、サービス・マーケティング研究において、 

サービスの実施可能性を向上するため新サービス開

発プロセスへの「フロントライン従業員（顧客対応

を行うサービス提供の最前列の従業員）」」の積極的

参加が効果があること (Alam 2002, Gruner & 

Christian 2000)が示された。価値共創において、こ

れらの現場の知見は重要であると考えられ、現場の

知見による価値共創の促進を H5. とする。 

 以下に価値共創の場の共有を特徴とする研究開発

の行動モデルを示す。 

 

 

図 1 価値共創の場の共有を特徴とする開発研究の

行動モデル 

 
行動群間の関係： 

H1. 技術を基礎にした研究開発は、価値共創を促進

する。 

H2. 価値共創は、研究開発における価値の実現を促

進する。 

H3. 価値共創は、現場における使用価値の実現を促

進する。 

H4. 組織間の相互理解は、価値共創を促進する。 

H5. 現場において集積された知見は、価値共創を促

進する。 

 

 製造業の研究開発のサービス・イノベーション

事例の分析（Sawatani and Fujigaki 2011）によ

って、上記の行動群間の関係 H1-H4 が示された。

H5 はサービス・マーケティング研究(Alam 2002, 

Gruner & Christian 2000)によって示されており、

本研究ではこのモデルを基礎とし、現場との価値

共創を特徴とするマルチディシプリナリ研究の

ためのマネジメントの課題を述べる。 

 

3. 価値共創を特徴とするマルチディシプリナリ

研究のためのマネジメントの課題 

 アンケート調査において、サービス研究の課題

についてテキスト記述で調査を行い、得られたテ

キスト・データの内容分析を行った。まず、おの

おのの質問において得られたテキスト・データを

それぞれ一覧にし、内容のつながり毎に要約した。

質問項目の回答のうち、分析対象であるサービス

研究のマネジメントの課題について、さらに得ら

れた要約を 15 の「課題要素」に分類した。それ

らの「課題要素」を、価値共創の場のマネジメン

ト、知的財産等、課題のタイプによる「カテゴリ

ー」に分類した(表 1)。 

 

表 1 サービス研究のマネジメントの課題タイプ

による分類 

カテゴリー 課題要素 

価値共創の場の

マネジメント 

サービス部門による研究部門の理解 

研究部門のサービス部門の理解 

研究計画・実施の動的な変更 

変更を許容する研究実施 

研究部門での多様な成果に対する評価 

サービス・プロジェクト実施のための知識 

サービス研究のための思考様式 

現場価値と研究価値の不整合・管理 

研究インパクト 
長期的な視点での研究評価・継続改善 

単発・小規模ソリューション 

プロジェクト・マネ

ジメント 

プロジェクト・マネジメント一般 

リスク管理 

変更管理 

知的財産 
知的財産管理 

その他 
その他 

 

 課題のタイプ毎の分類に基づく分析の結果を

示す。価値共創の場のマネジメント 52.3%、研究

インパクト 19.8%、プロジェクト・マネジメント 

19.8%、知的財産 4.7%、及びその他 3.5%の 5 つ

のカテゴリーに分類された。この内、プロジェク

ト・マネジメントはプロジェクト・マネジメント

一般、リスク及び変更管理であり、一般のプロジ

ェクトにおいても問題となる点である。72.1％が

研究活動に密接に関係している「価値共創の場の

マネジメント」及び「研究インパクト」項目であ

った。 

 



― 339―

 

図 2 研究開発マネジメントの課題概要: 課題タ

イプによる分類 

 

 各カテゴリーの課題要素を見てみると、「研究

計画・実施の動的な変更」、「変更を許容する研究

実施」及び「現場価値と研究価値の不整合・管理」

等、価値提案及び価値共創活動と研究開発活動が

連動することによる研究実施及び研究計画への

影響があげられている。また、現場であるサービ

ス部門と研究部門の協業によってサービス研究

をするために必要な条件、環境要因があげられて

いる。それらは、「サービス部門による研究部門

の理解」、「研究部門のサービス部門の理解」、「サ

ービス研究のための思考様式」、「サービス・プロ

ジェクト実施のための知識」であり、32.6％を占

めた。 

 

4. 考察 

 前節であげられた課題と、価値共創の場の共有

を特徴とする開発研究の行動モデルとの対応付

けは、プロジェクト参画による一般的な課題を除

くと以下のようになる。 

 

 

図 3 研究開発マネジメントの課題の位置づけ 

 

 価値共創を促進するのは、H1, H4 及び H5 で示

されている行動群間の関連である。価値共創の場

のマネジメントにおいては、それらの関連を注視

する必要がある。技術を対象にした研究が中心で

ある研究開発が顧客・サービス部門との価値共創

の場を共有する場合（H1）について、製造業のサー

ビス化に伴う研究開発組織の変容に関する研究が行

われてきた。Oliva & Kallenberg (2003)は、装置製

造業を調査しサービス化を推進する際の研究開発組

織の戦略的側面とプロセス的側面における課題を示

した。まず、純粋な人によるサービス提供を除外し

た製品を基礎とするサービスを製品導入（product 

installed base IB）サービスと定義し、企業と顧客

との関係（単発のサービス提供か、あるいは長期に

渡る信頼構築を基礎とするサービス提供か）と、サ

ービスの範囲（製品を基礎とするサービスか、ある

いは顧客のプロセスの提供を含むサービスか）の 2

つの視点によって分類した。Oliva & Kallenberg に

よると、一般的な装置製造業の企業では単発のサー

ビス提供かつ製品を基礎とするサービスが出発点と

なるという。その場合、サービス化に伴い単発のサ

ービス提供から信頼を基礎とする顧客関係への企業

と顧客との関係の変容か、製品を基礎とするサービ

スから顧客のプロセス提供を含むサービスへのサー

ビス範囲の変容が行われる。前者は、サービスの価

格付けといった戦略的な施策の変更によって解決さ

れるのに対し、より困難なのは後者の変容であると

いう。顧客のプロセス提供を含むサービスへのサー

ビス範囲の変容は、「装置の開発者からソリューショ

ン提供者へのシフト」という研究開発者のこれまで

の経験・教育から形成された思考様式の変容を必要

とする。そのため、研究開発組織においてそれを支

援する知識及び新たな顧客獲得等を可能にするマネ

ジメントの仕組みを含むプロセス的側面における組

織変容の必要性を示唆した。 

 さらに Gebauer, Fleisch & Friedli (2005)は、

同じく装置製造業のサービス化の状況を調査し、人

的、組織的な観点で、サービス化の実施における課

題を整理した。人的な観点では、研究開発者の「製

造業におけるモノの開発を中心に考える思考から顧

客の価値創造」への思考様式の変容の必要性を示し

た。また組織的な観点では、研究開発者の思考様式

の変容を支援するマーケット視点のサービス開発プ

ロセスの定義および実施、顧客への価値提案を注力

するための支援・仕組み、サービス・カルチャー醸

成等、サービス化の実施に向けたマネジメント・ア

クションによる組織変容の必要性について示唆した。

H1 においては、これらの研究開発者の思考変容及び

それを支援するマネジメントが必要となると考えら

れる。 

 H4 については、研究開発者自身による解決のみな

らず、組織間での支援及びそれらをマネジメント支

援として実施することが必要であろう。RISTEX にお

けるサイトビジットは、研究開発プロジェクト当事

者のみでは解決しにくい組織間の課題に対して有効
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な手段となり得ると考える。H5 については、現在、

人文・社会科学の知見や、現場を研究開発者が観察

する事によって知識を得、価値共創が行われている

と考えられる。今後、現場の知見をコード化、可視

化する簡易な手法が開発されることによって、人

文・社会科学以外の領域の研究者及び現場主導によ

る知見の発見・整理等が促進される事が期待される。 

 一方、価値共創による研究インパクトは、研究開

発における価値の実現に関連する。研究開発マネジ

メントにおいて、既存の研究領域に留まるのではな

く、新しい研究領域を創出する多様性の確保が重要

になろう。そのためには、対象とする研究開発領域

が、価値共創によって徐々に発展していくことを許

容する研究開発マネジメント（H2）が必要になると

思われる。 

 

5. 今後の研究課題 

 今回のアンケート調査では、研究の複数のプロ

セスに係る研究の計画・実施をする上での課題、

それらの前提となる関係部門間の理解、及び研究

部門での多様な成果物に対する評価、研究及びサ

ービスの目的を考慮した研究活動といった課題

が抽出された。また、それら課題を価値共創の場

の共有を特徴とする開発研究の行動モデルに対

応づける事によって、現場と研究開発の相互理解

（H4）、現場の知見の抽出と価値共創の場におけ

る活用（H5）、価値共創で得た価値の研究開発に

おける実現（H2）を支援するマネジメントが重要

になることが示唆された。また、技術を対象とす

る研究開発において、顧客・サービス部門と価値

共創の場を共有するためには（H1）、サービス研

究を行うための思考様式の変容が必要となると

考えられる。さらに、研究開発マネジメントにつ

いて、研究開発の場のみのマネジメントではサー

ビス・イノベーションへの貢献が制限され、価値

共創の場のマネジメントの実施が重要になると

思われる。今後、現場との価値共創の場のマネジ

メント手法とそれらの検証等について研究を進

めていきたい。 
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